
平成27年度事務事業評価表（平成26年度振り返り）

政策名 15

所管課係名

所管課長名

実績値 実績値 実績値

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

1,124 258 904 2 3 3

ごみ対策課長
中谷　義昭

□ □ （ t ） （ 日 ） （ t ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 1,142 258 958

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ t ） （ 日 ） （ t ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）■ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 1,127 256 935

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ t ） （ 日 ） （ t ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

6,080 26 5,764 3 4 3

ごみ対策課長
中谷　義昭

□ □ （ t ） （ 個 所 ） （ t ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 6,130 26 5,854

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ t ） （ 個 所 ） （ t ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 5,929 27 5,660

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ t ） （ 個 所 ） （ t ）

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

362 258 374 2 2 2

ごみ対策課長
中谷　義昭

□ □ （ t ） （ 日 ） （ t ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 381 258 395

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ t ） （ 日 ） （ t ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）■ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 368 256 391

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ t ） （ 日 ） （ t ）

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

420 258 398 3 3 3

ごみ対策課長
中谷　義昭

□ □ （ t ） （ 日 ） （ t ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 433 258 412

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ t ） （ 日 ） （ t ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）■ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 418 256 399

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ t ） （ 日 ） （ t ）

33,059

方向性：高いリサイクル率を維持していく。

前年度において

示した方向性

有効性 効率性 達成度

現状維持
28年度以降

方向性
現状維持

評価：リサイクルに対する市民の意識づけを行うと
ともに、ごみの減量、資源化を推進し、適正に処理
していく上で必要な事業である。

事務事業
番号

根拠
法令
等 東久留米市廃棄物の処理及び再利用に関する条例

東久留米市廃棄物の処理及び再利用に関する条例施行規則

回収量 回収日数 資源化量

ごみ収集場所に出された飲食
品用びん

週１回収集して柳泉園組合へ
搬入

飲食品用びん類をリサイクル
する

51,596

51,559

51,664

18,500

15-02-01

自主的
ごみ対策課
管理係

びんリサイクル事
業

小平市

給付
事業

補助
事業

□

□ 該当

義務的 努力義務的

手段
・

内容

東村山市 清瀬市

行政補完的(改正実施年度　　年度)

対象

意図その他（　　　　　　　  ）

その他（　　　　　　　  ）

要綱等

要綱等

指定管理

政 策 的(改正実施年度　　年度)

廃棄物の処理及び清掃に関する法律

西東京市

      成果指標
（意図したことの結果の
数値指標化）

指標

人件費
（理論値）

②
（千円）

基本事業番号・名 15-02地球環境にやさしいまち

事務事業の概要
(根拠法令等、補助・給付区分、事業形態、近隣市状況)

施策番号・名 環境負荷低減の推進

事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

事務事業名

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標 指標

資源循環型社会の推進

所管課評価
（事務事業の方向性、項目別評価、

所管課としての総合評価及び方向性）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

特定財源 一般財源

事業費、人件費

トータル
コスト
①＋②

（千円）

事業費
（実績額）

①
（千円）

全庁評価会議
（28年度に向けた

方向性等）

外部評価

該当

60,109

8,152 59,816

8,162 59,721

8,51333,096

18,833 32,831

18,500

3,310 1,099 4,409

義務的

該当

4,165 1,053 5,218

清瀬市 西東京市 その他（　　　　　　　  ）

方向性：高いリサイクル率を維持していくことが大
切である。

努力義務的

対象
各種資源物（びん、缶、古
紙、古布、金属、ペットボト
ル、プラスチック）

資 源 回 収
量 （ び
ん 、 缶 、
古 紙 、 古
布 、 金
属 、 ペ ッ
ト ボ ト
ル 、 プ ラ
ス チ ッ
ク）

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

手段
・

内容

分別収集に必要な資機材管
理、燃料等車両管理、ボック
ス置場の土地活用等を行う要綱等

要綱等

意図
リサイクル推進のための環境
整備

小平市 東村山市

自主的 現状維持

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

4,165

15-02-02

ごみ対策課
管理係

根拠
法令
等

補助
事業

資源回収資機材管
理事業

給付
事業

□

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

東久留米市廃棄物の処理及び再利用に関する条例
3,143 3,143 1,052 4,195

有効性 効率性 達成度

□ 該当 市 内 各 所
で 有 償 で
借 り 上 げ
て い る 資
源 物 置 場
の数

資源化量

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

評価：資機材等の管理、分別して排出する場所を特
定し、排出しやすい環境を整備することで、リサイ
クルの推進を図る。

3,310

40,519

36,062 169 54,731

165 54,975

15-02-03

ごみ対策課
管理係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的 廃棄物の処理及び清掃に関する法律

東久留米市廃棄物の処理及び再利用に関する条例
東久留米市廃棄物の処理及び再利用に関する条例施行規則

補助
事業

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

方向性：より高いリサイクル率を維持していく。
缶リサイクル事業

要綱等

18,500

給付
事業

□ 該当

要綱等

18,500

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

54,810 20,666 34,144

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持

達成度

対象
ごみ収集場所に出された飲食
品用アルミ缶、スチール缶

回収量 回収日数 資源化量

手段
・

内容

週１回収集して柳泉園組合へ
搬入

163 59,515

有効性 効率性

評価：リサイクルに対する市民の意識づけを行うと
ともに、ごみの減量、資源化を推進し、適正に処理
していく上で必要な事業である。

59,352 18,833

54,562

意図 飲食品用缶をリサイクルする

小平市 東村山市 清瀬市

東村山市

自主的

清瀬市

該当

拡大

東久留米市廃棄物の処理及び再利用に関する条例
東久留米市廃棄物の処理及び再利用に関する条例施行規則

59,327 18,833 40,494 3,156 62,483

有効性 効率性 達成度

□ 該当

回収日数 資源化量

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

評価：リサイクルに対する市民の意識づけを行うと
ともに、ごみの減量、資源化を推進し、適正に処理
していく上で必要な事業である。

57,320

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

方向性：より高いリサイクル率を維持していく。
平成２４年４月より、アウトソーシングを行い、１
００％委託化とした。

努力義務的 廃棄物の処理及び清掃に関する法律

57,328 20,666 36,662 3,160 60,488

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

回収量

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

手段
・

内容

週１回収集して柳泉園組合へ
搬入

要綱等

要綱等

意図
飲食用ペットボトルをリサイ
クルする

小平市

38,820 3,926 61,246

15-02-04

ごみ対策課
管理係

根拠
法令
等

義務的

補助
事業

ペットボトルリサ
イクル事業

給付
事業

□

対象
ごみ収集場所に出された飲食
用ペットボトル

「有効性」とは成果指標の対前年度比に基づき、「効率性」とはトータルコストの対前年度比に基づき一律に判定したものである。また、「達成度」とは「有効性」と「効率性」の判定をクロスさせることにより画一的に判定したものである。 東久留米市



平成27年度事務事業評価表（平成26年度振り返り）

政策名 15

所管課係名

所管課長名

実績値 実績値 実績値

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源

事務事業
番号

      成果指標
（意図したことの結果の
数値指標化）

指標

人件費
（理論値）

②
（千円）

基本事業番号・名 15-02地球環境にやさしいまち

事務事業の概要
(根拠法令等、補助・給付区分、事業形態、近隣市状況)

施策番号・名 環境負荷低減の推進

事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

事務事業名

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標 指標

資源循環型社会の推進

所管課評価
（事務事業の方向性、項目別評価、

所管課としての総合評価及び方向性）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

特定財源 一般財源

事業費、人件費

トータル
コスト
①＋②

（千円）

事業費
（実績額）

①
（千円）

全庁評価会議
（28年度に向けた

方向性等）

外部評価

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

51,959 60,000 77 3 5 4

ごみ対策課長
中谷　義昭

□ □ （ 世 帯 ） （ 部 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 51,578 60,000 78

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 世 帯 ） （ 部 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）□ 全部委託 ■ 一部委託 □ □ 50,691 60,000 未実施

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 世 帯 ） （ 部 ） （ ％ ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

51,959 17 2.94 3 4 3

ごみ対策課長
中谷　義昭

□ ■ （ 世 帯 ） （ 件 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 51,578 22 2.93

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 世 帯 ） （ 件 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 50,691 14 2.93

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 世 帯 ） （ 件 ） （ ％ ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

3,377 30,394,827 57.1 3 3 3

ごみ対策課長
中谷　義昭

□ □ （ t ） （ 円 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 3,495 31,458,267 58.0

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ t ） （ 円 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 3,578 32,201,325 60.2

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ t ） （ 円 ） （ ％ ）

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

2,307 153 2,307 3 5 4

ごみ対策課長
中谷　義昭

□ □ （ ｔ ） （ 日 ） （ ｔ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 2,329 153 2,329

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ t ） （ 日 ） （ t ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）■ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 2,202 154 2,202

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ t ） （ 日 ） （ t ）

31,552 1,179 32,73131,552

30,395 1,137 31,53230,395

前年度において

示した方向性

15-02-05

ごみ対策課
管理係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

東久留米市廃棄物の処理及び再利用に関する条例

補助
事業

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

分別パンフレット
配布事業

要綱等

給付
事業

□ 該当

要綱等

小平市

現状維持
28年度以降

方向性
現状維持

達成度

対象 住民登録世帯数

住 民 登 録
世帯数

分 別 パ ン
フ レ ッ ト
等 の 発 行
部数

ご み の 出
し 方 の
ル ー ル を
守 っ て い
る と 答 え
た 住 民 の
割合

手段
・

内容

分別パンフレットを全戸に配
布して、ごみの出し方及び資
源物の分別方法を周知する

186 32 218

有効性 効率性

評価：ごみ及び資源物に対する排出方法や分別排出
への意識啓発がなされている。

186

1,298

意図
ごみの出し方及びリサイクル
対象品理解してもらい、ごみ
だしのルールを徹底する

東村山市 清瀬市

262 211 473

現状維持

方向性：補助金適正化等検討会の意見を踏まえ、補
助金は減額となる。引き続き市民が取り組める身近
な生ごみ減量の取り組みとして実態に即して普及・
促進に努めていく必要がある。

努力義務的

1,298 458 1,756

方向性：平成２６年度より、冊子として長期間活用
してもらうように見直しを行った。今後、改訂する
場合は広告収入を見込む。

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

904 904 446 1,350

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

有効性 効率性 達成度

その他（　　　　　　　  ）

■ 該当

助成件数

本 制 度 を
利 用 し た
延 べ 世 帯
の 割 合
（ 昭 和 ６
３年～）

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

評価：生ごみを堆肥等に資源化することで、ごみ減
量化を推進し、市民の意識啓発に努める。

262

195 195 208 403

清瀬市

該当

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

228 228 206 434

西東京市

住 民 登 録
世帯数

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

手段
・

内容

生ごみの減量化処理機器を購
入した市民に助成金を交付す
る要綱等

要綱等

意図
同機器の購入を促進し、生ご
みの減量化を目指す

小平市

前年度において

示した方向性

15-02-07

ごみ対策課
管理係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

東久留米市廃棄物の処理及び再利用に関する条例
東久留米市資源回収報奨金交付要綱

補助
事業

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

15-02-06

ごみ対策課
管理係

根拠
法令
等

義務的

補助
事業

生ごみ減量化処理
機器購入費助成事
業

給付
事業

□

対象 住民登録世帯数

東村山市

自主的

東村山市

自主的

現状維持
28年度以降

方向性
現状維持

達成度

対象
集団回収によって回収された
紙類、金属類、古布

資 源 集 団
回 収 に
よ っ て 回
収 さ れ た
資源の量

団 体 に 交
付 さ れ た
報 奨 金 の
額

資 源 化 さ
れ た も の
の 中 で 、
集 団 回 収
に よ り 資
源 化 さ れ
た割合

手段
・

内容

資源集団回収を行っている団
体に、引き渡し量に応じて市
が報奨金を交付

有効性 効率性

評価：紙類、古布、アルミ缶を資源化することで、
ごみ減量化を推進し、市民の意識啓発に努める。

手段
・

内容

努力義務的

32,369 1,148 33,517

西東京市

資源集団回収事業

要綱等

給付
事業

□ 該当

要綱等

意図
紙類、金属類及び古布のリサ
イクル促進を図る

小平市 東村山市 清瀬市

32,369

31,776 30,648 62,424

現状維持

方向性：より高いリサイクル率を維持していく。
平成２４年４月より、アウトソーシングを行い、１
００％委託とした。

方向性：近年、集団回収による回収量が減少傾向と
なっているため、自治会や管理組合等へ本制度の周
知を行い、より一層の拡大を図る。
　また、平成24年4月1日より、報償金交付額を1kg
あたり10円から9円へと変更した。

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

有効性 効率性 達成度

その他（　　　　　　　  ）

紙 類 収 集
量

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

□ 該当

回収日数
資 源 物 に
な っ た 紙
類の量

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

評価：リサイクルに対する市民の意識づけを行うと
ともに、ごみの減量、資源化を推進し、適正に処理
していく上で必要な事業である。
　紙類等売却代金（平成26年度○,○○○千円、平
成25年度3,774千円、平成24年度3,141千円、平成23
年度3,084千円、平成22年度3,154千円）が含まれ
る。

31,776

廃棄物の処理及び清掃に関する法律、東久留米市廃棄物の処理及び再利用に関する条例、
東久留米市廃棄物の処理及び再利用に関する条例施行規則

32,706 32,706 0 32,706

清瀬市

該当

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

31,995 31,995 29,843 61,838

週１回回収し、リサイクルす
る

要綱等

要綱等

意図
紙類は資源であることを周知
し、リサイクルの促進を図る

小平市

15-02-08

ごみ対策課
管理係

根拠
法令
等

義務的

補助
事業

紙類リサイクル事
業

給付
事業

□

対象
ごみ集積所に出された新聞、
雑誌、段ボール

廃棄物の処理及び清掃に関する法律

東久留米市生ごみ減量化処理機器購入費助成
金交付要綱

「有効性」とは成果指標の対前年度比に基づき、「効率性」とはトータルコストの対前年度比に基づき一律に判定したものである。また、「達成度」とは「有効性」と「効率性」の判定をクロスさせることにより画一的に判定したものである。 東久留米市



平成27年度事務事業評価表（平成26年度振り返り）

政策名 15

所管課係名

所管課長名

実績値 実績値 実績値

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源

事務事業
番号

      成果指標
（意図したことの結果の
数値指標化）

指標

人件費
（理論値）

②
（千円）

基本事業番号・名 15-02地球環境にやさしいまち

事務事業の概要
(根拠法令等、補助・給付区分、事業形態、近隣市状況)

施策番号・名 環境負荷低減の推進

事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

事務事業名

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標 指標

資源循環型社会の推進

所管課評価
（事務事業の方向性、項目別評価、

所管課としての総合評価及び方向性）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

特定財源 一般財源

事業費、人件費

トータル
コスト
①＋②

（千円）

事業費
（実績額）

①
（千円）

全庁評価会議
（28年度に向けた

方向性等）

外部評価

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

28 690 28 1 1 1

ごみ対策課長
中谷　義昭

□ □ （ t ） （ 件 ） （ ｔ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 37 863 37

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ t ） （ 件 ） （ t ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）□ 全部委託 ■ 一部委託 □ □ 21 531 21

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ t ） （ 件 ） （ t ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

184 256 184 2 1 2

ごみ対策課長
中谷　義昭

□ □ （ t ） （ 日 ） （ t ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 197 258 197

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ t ） （ 日 ） （ t ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）□ 全部委託 ■ 一部委託 □ □ 193 256 193

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ t ） （ 日 ） （ t ）

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

1,460 258 1,396 3 3 3

ごみ対策課長
中谷　義昭

□ □ （ t ） （ 日 ） （ t ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 1,447 258 1,403

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ t ） （ 日 ） （ t ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）■ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 1,458 256 1,415

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ t ） （ 日 ） （ t ）

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

16,856 207 3,051 2 2 2

ごみ対策課長
中谷　義昭

□ □ （ t ） （ 日 ） （ ｔ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 17,333 207 3,043

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ t ） （ 日 ） （ t ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）■ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 17,486 206 3,104

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ t ） （ 日 ） （ t ）

可燃ごみ収集事業

要綱等

240,156 131,200 108,956 3,296 243,452

給付
事業

□ 該当

要綱等

意図 衛生的に迅速的に収集する

該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

240,918 139,200 101,718 3,160 244,078

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

評価：ごみ収集については市民生活に直結してお
り、市民の意識づけを行うとともに、ごみの減量、
資源化を推進し、適正に処理していく上で必要な事
業である

方向性：可燃ごみの減量に向け、分別排出による減
量、資源化への意識啓発に引き続き取り組む。
　平成２３年１０月より、アウトソーシングを実施
したことにより、１００％委託化した。

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

114,583 62,002 52,581 9,972 124,555

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

達成度

意図
その他プラスチック類を再商
品化する

15-02-11

小平市 東村山市 清瀬市

排出量 収集回数

エ コ セ メ
ン ト 化 量
（ 再 利 用
化量）

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持

東久留米市廃棄物の処理及び再利用に関する条例
東久留米市廃棄物の処理及び再利用に関する条例施行規則

255,892 135,200 120,692

方向性：高いリサイクル率を維持していく。

小平市 東村山市 清瀬市

回収量 回収日数
指 定 法 人
へ の 引 き
渡し量

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持
ごみ対策課
管理係

根拠
法令
等

補助
事業

15-02-12

ごみ対策課
業務係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的 廃棄物の処理及び清掃に関する法律
対象

清掃施設（ボックス、ステー
ション）に排出される可燃ご
み

補助
事業 手段

・
内容

週４回、26コースに分けて収
集を実施

0 255,892

有効性 効率性

□

容器包装プラス
チックリサイクル
事業

要綱等

138,596 55,500 83,096 10,368 148,964

給付
事業

□ 該当

要綱等

容器包装に係る分別収集及び再商品化促進等に関する法律、東久留米市廃棄物の処理及び
再利用に関する条例、東久留米市廃棄物の処理及び再利用に関する条例施行規則

149,042 56,501 92,541 1,052 150,094

有効性 効率性 達成度

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

自主的 義務的 努力義務的 廃棄物の処理及び清掃に関する法律
対象

容リ法に定める容器包装プラ
スチック

手段
・

内容

容リ法に基づき、容器包装プ
ラスチックの分別収集を行う

評価：リサイクルに対する市民の意識づけを行うと
ともに、ごみの減量、資源化を推進し、適正に処理
していく上で必要な事業である。

西東京市

624

前年度において

示した方向性

15-02-09

ごみ対策課
管理係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

廃棄物の処理及び清掃に関する法律
東久留米市廃棄物の処理及び再利用に関する条例

補助
事業

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

方向性：本事業の周知を行っていくことで、より一
層の資源化を図る。

現状維持
28年度以降

方向性
現状維持

達成度

対象 自宅で剪定した枝木

回収量 回収件数

リ サ イ ク
ル 施 設 に
持 ち 込 ん
だ量

手段
・

内容

市民からの申し込みによる回
収を行い、市外の施設へ持ち
込んでリサイクルする

552 10,437 10,989

有効性 効率性

評価：剪定枝をリサイクル対商品として捉えてリサ
イクルを行っていくことは、可燃ごみの減量化に結
びつくので継続して行くことが大切である。

552

374 3,316 3,690

効率性

要綱等

要綱等

意図
リサイクル処理過程の中間処
理

7,074

東村山市

方向性：ごみ減量化のための新たな方策として、小
型家電類等の実験回収を継続する。
　今後は、更なる資源化を図っていく上で、粗大ご
みの品目等の見直しなどを検討する。

3,405 4,029

剪定枝リサイクル
事業

要綱等

624

給付
事業

□ 該当

要綱等

意図
家庭で剪定した庭木の枝をリ
サイクルする

小平市 東村山市 清瀬市

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

374

その他（　　　　　　　  ）

手段
・

内容

粗大ごみを解体し、有価物を
回収する

15-02-10

ごみ対策課
管理係

根拠
法令
等

義務的

補助
事業

資源選別事業
給付
事業

□

達成度

□ 該当

選 別 場 稼
働日数

回 収 さ れ
た 粗 大 ご
み の 解 体
に 伴 う 金
属 類 、 非
鉄 金 属
類 、 基 盤
類 の う ち
リ サ イ ク
ル さ れ た
資 源 物 の
量

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

評価：中間処理施設で処理ができない品目も一部収
集し、解体することでごみの減量、資源化を図る。

7,397

対象 回収した粗大ごみ

粗 大 ご み
の 解 体 に
伴 う 金 属
類 、 非 鉄
金 属 類 、
基 盤 類 の
行 政 回 収
量

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

現状維持

7,397 1,690

東久留米市廃棄物の処理及び再利用に関する条例

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

12,225 12,225 1,646 13,871

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

7,074 10,437 17,511

有効性

努力義務的

小平市

自主的

清瀬市

該当

9,087

「有効性」とは成果指標の対前年度比に基づき、「効率性」とはトータルコストの対前年度比に基づき一律に判定したものである。また、「達成度」とは「有効性」と「効率性」の判定をクロスさせることにより画一的に判定したものである。 東久留米市



平成27年度事務事業評価表（平成26年度振り返り）

政策名 15

所管課係名

所管課長名

実績値 実績値 実績値

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源

事務事業
番号

      成果指標
（意図したことの結果の
数値指標化）

指標

人件費
（理論値）

②
（千円）

基本事業番号・名 15-02地球環境にやさしいまち

事務事業の概要
(根拠法令等、補助・給付区分、事業形態、近隣市状況)

施策番号・名 環境負荷低減の推進

事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

事務事業名

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標 指標

資源循環型社会の推進

所管課評価
（事務事業の方向性、項目別評価、

所管課としての総合評価及び方向性）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

特定財源 一般財源

事業費、人件費

トータル
コスト
①＋②

（千円）

事業費
（実績額）

①
（千円）

全庁評価会議
（28年度に向けた

方向性等）

外部評価

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

2,114 258 219 3 4 3

ごみ対策課長
中谷　義昭

□ ■ （ t ） （ 日 ） （ t ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 2,122 258 228

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ t ） （ 日 ） （ t ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）■ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 2,047 256 218

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ t ） （ 日 ） （ t ）

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

35 258 35 4 3 3

ごみ対策課長
中谷　義昭

□ □ （ t ） （ 日 ） （ t ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 36 258 36

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ t ） （ 日 ） （ t ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 38 256 38

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ t ） （ 日 ） （ t ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

1,722 258 1,722 3 3 3

ごみ対策課長
中谷　義昭

□ □ （ 点 ） （ 日 ） （ 点 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 1,682 258 1,682

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 点 ） （ 日 ） （ 件 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 2,313 256 2,313

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 点 ） （ 日 ） （ 件 ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

116,410 100 72 4 5 4

ごみ対策課長
中谷　義昭

□ □ （ 人 ） （ 部 ） （ 人 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 116,015 100 64

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 部 ） （ 人 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 115,998 100 68

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ 部 ） （ 人 ）

清掃事業概要作成
事業

要綱等

1 1 507 508

給付
事業

□ 該当

要綱等

意図

事業内容の数値化、編集に
よってごみ行政の現状を把握
し、施策に反映させるととも
に議会・市民へ、更なるごみ
の減量化・資源化に取り組む
ことへの理解を深めることを
目的とする。

該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

1 1 494 495

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

評価：事業内容の数値化することにより、ごみ行政
の現状を把握し、施策に反映させるとともに議会・
市民へ、更なるごみの減量化・資源化に取り組むこ
とへの理解を深めてもらう。

方向性：平成24年度よりごみ対策課にて印刷してい
る。今後も引き続き、廃棄物の減量、処理及び処理
施設に関する施策、施設の運営状況等を事業概要を
作成し、多摩地域の自治体や議員へ配布するととも
に、市ホームページへ掲載する。

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

338 338 4,213 4,551

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

達成度

意図

不法投棄であることを啓発
し、最終的に回収するととも
に、市民の健康で快適な生活
を確保することを目的とす
る。

15-02-15

小平市 東村山市 清瀬市

住 民 登 録
数

作成部数

配 布 自 治
体 数 、 議
員 数 、 配
布 希 望 市
民数

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持

東久留米市廃棄物の処理及び再利用に関する条例
4 4

方向性：不法投棄パトロールの強化、不法投棄を誘
発させない清掃施設の工夫・改善。
また、収集方式を見直すことにより、可燃ボックス
を撤去すれば、かなりの件数の減少につながる。

小平市 東村山市 清瀬市

不 法 投 棄
物の件数

収集回数
回 収 さ れ
た 不 法 投
棄の件数

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持
ごみ対策課
業務係

根拠
法令
等

補助
事業

15-02-16

ごみ対策課
管理係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象
市民、多摩地域自治体、東久
留米市議会

補助
事業 手段

・
内容

前年度中に行った清掃業務内
容を数値化し、編纂した「清
掃事業概要」を作成し、自治
体、議会等に配布

245 249

有効性 効率性

□

不法投棄物収集事
業

要綱等

237 237 4,394 4,631

給付
事業

□ 該当

要綱等

廃棄物の処理及び清掃に関する法律
東久留米市廃棄物の処理及び再利用に関する条例

373 373 4,207 4,580

有効性 効率性 達成度

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

自主的 義務的 努力義務的

対象
清掃施設（ボックス、ステー
ション）に不法投棄された廃
棄物

手段
・

内容

びん回収用コンテナ設置時
に、随時収集する

評価：集積所に不法投棄された廃棄物については、
収集業務に支障をきたす恐れがあり、生活環境の保
全及び公衆衛生の向上を図る上で、一定期間が経過
したのちに収集する必要がある。

有害ごみ収集事業

要綱等

475 475 6,811 7,286

給付
事業

□ 該当

要綱等

意図 安全に衛生的に収集する

該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

677 677 6,568 7,245

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

評価：有害物質が含まれているものなど、適正に処
理していく上で必要な事業である。

方向性：不燃ごみへの混入等、ごみ減量化に向け、
市民にとって排出しやすい環境を整えていく必要が
ある。

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

31,071 5,800 25,271 16,324 47,395

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

達成度

意図 衛生的に迅速的に収集する

15-02-13

小平市 東村山市 清瀬市

排出量 収集回数 処理量

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持

廃棄物の処理及び清掃に関する法律
東久留米市廃棄物の処理及び再利用に関する条例

746 746

方向性：不燃ごみの減量に向け、分別排出による減
量、資源化への意識啓発に引き続き取り組む。

小平市 東村山市 清瀬市

排出量 収集回数

再 生 利 用
の た め 固
形 燃 料 化
（ Ｒ Ｐ Ｆ
化 ） し た
量

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持
ごみ対策課
業務係

根拠
法令
等

補助
事業

15-02-14

ごみ対策課
業務係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象
有害ごみ専用ボックスに排出
される蛍光管及び別袋で排出
される乾電池

補助
事業 手段

・
内容

蛍光管は、専用ボックスから
週２回の収集、乾電池は不燃
ごみ収集時に別袋にて同時収
集

6,572 7,318

有効性 効率性

□

不燃ごみ収集事業

要綱等

32,071 5,800 26,271 17,027 49,098

給付
事業

□ 該当

要綱等

東久留米市廃棄物の処理及び再利用に関する条例
東久留米市廃棄物の処理及び再利用に関する条例施行規則

40,225 5,800 34,425 0 40,225

有効性 効率性 達成度

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

自主的 義務的 努力義務的 廃棄物の処理及び清掃に関する法律
対象

清掃施設（ボックス横、ス
テーション）に排出される不
燃ごみ

手段
・

内容

週５回、25コースに分けて収
集を実施

評価：ごみ収集については市民生活に直結してお
り、市民の意識づけを行うとともに、ごみの減量、
資源化を推進し、適正に処理していく上で必要な事
業である

「有効性」とは成果指標の対前年度比に基づき、「効率性」とはトータルコストの対前年度比に基づき一律に判定したものである。また、「達成度」とは「有効性」と「効率性」の判定をクロスさせることにより画一的に判定したものである。 東久留米市



平成27年度事務事業評価表（平成26年度振り返り）

政策名 15

所管課係名

所管課長名

実績値 実績値 実績値

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源

事務事業
番号

      成果指標
（意図したことの結果の
数値指標化）

指標

人件費
（理論値）

②
（千円）

基本事業番号・名 15-02地球環境にやさしいまち

事務事業の概要
(根拠法令等、補助・給付区分、事業形態、近隣市状況)

施策番号・名 環境負荷低減の推進

事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

事務事業名

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標 指標

資源循環型社会の推進

所管課評価
（事務事業の方向性、項目別評価、

所管課としての総合評価及び方向性）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

特定財源 一般財源

事業費、人件費

トータル
コスト
①＋②

（千円）

事業費
（実績額）

①
（千円）

全庁評価会議
（28年度に向けた

方向性等）

外部評価

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

66 240 328 2 2 2

ごみ対策課長
中谷　義昭

□ □ （ 世 帯 ） （ kl ） （ 台 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 72 240 346

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 世 帯 ） （ kl ） （ 台 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 83 255 343

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 世 帯 ） （ kl ） （ 台 ）

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

11 2 0 － 4 －

ごみ対策課長
中谷　義昭

□ □ （ 人 ） （ 回 ） （ 件 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 12 3 2

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 回 ） （ 件 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ ■ 12 3 3

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ 回 ） （ 件 ）

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

1 7,152 89.3 3 3 3

ごみ対策課長
中谷　義昭

□ □ （ 棟 ） （ 千 円 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 1 8,917 89.2

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 棟 ） （ 千 円 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）□ 全部委託 ■ 一部委託 □ □ 1 9,677 71.2

近隣市
状況

□ ■ ■ ■ □ （ 棟 ） （ 千 円 ） （ ％ ）

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

26,272 59,341 58 4 3 3

ごみ対策課長
中谷　義昭

□ □ （ 件 ） （ 件 ） （ t ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 28,508 64,371 64

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 件 ） （ 件 ） （ t ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 27,940 64,899 80

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 件 ） （ 件 ） （ t ）

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

16,634 16,634 24,487 41,121

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市 その他（　　　　　　　  ）

廃棄物の処理及び清掃に関する法律、東久留米市廃棄物の処理及び再利用に関す
る条例、東久留米市廃棄物の処理及び再利用に関する条例施行規則

17,168 17,168 24,266 41,434

有効性 効率性 達成度

補助
事業

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

手段
・

内容

電話又はファクスで受け付
け。地域別に週５回の戸別収
集

評価：粗大ごみを収集し、解体することでごみの減
量、資源化を図り、中間処理施設で処理ができない
品目も一部収集し、市民サービスの向上を図る。

要綱等

15,792 15,792 25,540 41,332

給付
事業

□

15-02-19

15-02-20

ごみ対策課
業務係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象 市民が申し込んだ粗大ごみ

粗 大 ご み
申 し 込 み
件数

粗 大 ご み
処 理 件 数
（ 品 物 の
合計）

粗 大 ご み
収集量

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持

粗大ごみ収集事業 該当

要綱等

意図
粗大ごみを収集し、解体をし
て処理する

方向性：粗大ごみからの資源化については、現状を
維持し、希少金属を含む中型家電・基盤類について
も解体し、資源化に努める。
なお、平成２５年４月１日より使用済小型電子機器
等の再資源化の促進に関する法律が施行され、実験
回収を行い検証し、今後の回収品目について検討し
ていく。

方向性：庁舎については老朽化による躯体設備の劣化、耐
震性等に問題が生じており、建て替えに向けたプロジェク
トチームを設置し、平成２７年度中に新庁舎建築に向け
て、詳細を詰めていく。
行政財産使用料、行政財産使用許可に伴う光熱水費（平成
26年度77千円、平成25年度75千円、平成24年度65千円、平

成23年度59千円、平成22年度57千円）が含まれる。小平市 東村山市 清瀬市

庁舎
維 持 管 理
費 （ 予 算
額）

維 持 管 理
費 の 予 算
執行率

前年度において

示した方向性ごみ対策課
管理係

根拠
法令
等

補助
事業

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

6,888 6,888 533 7,421

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

ごみ対策課庁舎維
持管理事業

要綱等

6,659 6,659 549 7,208

給付
事業

□ 該当

要綱等

意図
建物、設備等を適正に保守管
理するとともに、高熱水費等
維持管理費を抑制する

東久留米市廃棄物の処理及び再利用に関する条例
6,388 6,388 526 6,914

有効性 効率性 達成度

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

自主的 義務的 努力義務的

対象 ごみ対策課庁舎

手段
・

内容

ごみ対策課庁舎の維持管理、
設備の保守委託

評価：ごみ対策課庁舎は昭和４８年から使用
を開始し、すでに４０年が経過しており、修
繕を繰り返しながら使用しているところであ
る。
また、下里一丁目の資源選別場を解体したこ
とにより、選別作業についても庁舎敷地内で
業務を行っている。

その他
28年度以降

方向性
その他

ごみ収集従事職員
交通安全事業

要綱等

17 17 101 118

給付
事業

□ 該当

要綱等

意図
作業の適正な執行・安全確保
により、事故発生を抑制する

該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

指定管理 その他（　　　負担金　  ）

17 17 99 116

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

評価：安全運転管理者講習会の他に、職場で田無警
察職員による安全運転講習を実施した。

方向性：今後も、この取り組みを継続するととも
に、朝礼等において安全運転対策に関わる情報提供
や注意喚起を繰り返し行っていく。

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

2,455 2,455 720 3,175

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

達成度

意図
し尿の衛生的、効率的な収集
及び周辺環境への悪影響（悪
臭、害虫の発生）を防止する

15-02-17

小平市 東村山市 清瀬市

ご み 収 集
従事職員

講 演 会 等
の 講 習 会
数

事 故 の 発
生件数

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持

廃棄物の処理及び清掃に関する法律
東久留米市廃棄物の処理及び再利用に関する条例 ③道路交通法

14 14

方向性：対象は減少を続けているが、事業は継続す
る必要がある。
収集方法に改善の余地なし。
し尿収集手数料（平成26年度850千円、平成25年度
882千円、平成24年度1,152千円、平成23年度1,260
千円、平成22年度1,480千円)が含まれる。小平市 東村山市 清瀬市

し 尿 汲 み
取 り 施 設
の 所 有 者
及 び 占 有
者数

柳 泉 園 へ
の搬入量

柳 泉 園 へ
の 搬 入 台
数

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持
ごみ対策課
管理係

根拠
法令
等

補助
事業

15-02-18

ごみ対策課
管理係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象
ごみ対策課ごみ収集事業従事
職員

補助
事業 手段

・
内容

安全運転管理の徹底を行う

98 112

有効性 効率性

□

し尿収集事業

要綱等

2,426 2,426 739 3,165

給付
事業

□ 該当

要綱等

廃棄物の処理及び清掃に関する法律、 東久留米市廃棄物の処理及び再利用に関する条例、
東久留米市廃棄物の処理及び再利用に関する条例施行規則

2,669 2,669 713 3,382

有効性 効率性 達成度

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

自主的 義務的 努力義務的

対象
し尿汲み取りの所有者及び占
有者

手段
・

内容

汲み取り式のトイレの所有者
及び占有者からの申請に基づ
き、委託作業車が汲み取りを
実施している

評価：市内から排出される一般廃棄物（し尿）を収
集、運搬することにより、清潔な生活環境が保た
れ、適正に処理していく上で必要な事業である。

「有効性」とは成果指標の対前年度比に基づき、「効率性」とはトータルコストの対前年度比に基づき一律に判定したものである。また、「達成度」とは「有効性」と「効率性」の判定をクロスさせることにより画一的に判定したものである。 東久留米市



平成27年度事務事業評価表（平成26年度振り返り）

政策名 15

所管課係名

所管課長名

実績値 実績値 実績値

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源

事務事業
番号

      成果指標
（意図したことの結果の
数値指標化）

指標

人件費
（理論値）

②
（千円）

基本事業番号・名 15-02地球環境にやさしいまち

事務事業の概要
(根拠法令等、補助・給付区分、事業形態、近隣市状況)

施策番号・名 環境負荷低減の推進

事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

事務事業名

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標 指標

資源循環型社会の推進

所管課評価
（事務事業の方向性、項目別評価、

所管課としての総合評価及び方向性）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

特定財源 一般財源

事業費、人件費

トータル
コスト
①＋②

（千円）

事業費
（実績額）

①
（千円）

全庁評価会議
（28年度に向けた

方向性等）

外部評価

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

22,161 116,410 521.6 3 3 3

ごみ対策課長
中谷　義昭

□ □ （ t ） （ 人 ） （ ｇ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 22,736 116,015 536.9

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ t ） （ 人 ） （ ｇ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ ■ 22,680 115,998 535.7

近隣市
状況

□ □ ■ ■ □ （ t ） （ 人 ） （ ｇ ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

3,051 116,410 71.8 3 3 3

ごみ対策課長
中谷　義昭

□ □ （ t ） （ 人 ） （ g ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 3,043 116,015 71.9

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ t ） （ 人 ） （ ｇ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ ■ 3,104 115,998 73.3

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ t ） （ 人 ） （ ｇ ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

133,263 147,876 28 － － －

ごみ対策課長
中谷　義昭

□ □ （ 人 ） （ 円 ） （ 人 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 133,004 0 0

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 円 ） （ 人 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 132,798 0 0

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ 円 ） （ 人 ）

方向性：定期的に事業を実施していく。

前年度において

示した方向性
28年度以降

方向性
現状維持

方向性：中間処理施設の運営管理について、構成団
体として今後も参画していく。
また、ごみの発生抑制及び資源化に取り組み、ごみ
の搬入量等に応じた負担金の減少に努めていく。

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持

要綱等

0 0 0 0

給付
事業

□ 該当

要綱等

意図

廃棄物を搬出する側と搬入さ
れる側との相互理解を深め、
円滑な一般廃棄物広域処分事
業の推進に寄与すること

補助
事業

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

手段
・

内容

東久留米市及び日の出町が主
催する文化・スポーツ事業に
それぞれの住民が参加する

評価：日の出町民を招き、柳泉園組合見学と多摩六
都科学館見学を実施。短い応募期間にもかかわら
ず、多数の参加があった。なお、24年度、25年度は
事業未実施である。

0 0 0 0

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市 その他（　　　　　　　  ）

要綱等

努力義務的

対象 東京たま広域資源循環組合

一 人 一 日
当 た り の
搬入量

148 148 63 211

有効性 効率性 達成度

409,814 132 409,946

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

ご み の 焼
却 残 さ 搬
入量

住 民 登 録
数

その他（　　　　　　　  ）

15-02-23

ごみ対策課
管理係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象 東久留米市民及び日の出町民

東 久 留 米
市 と 日 の
出 町 の 人
口

補助金額 参加者数

15-02-22

ごみ対策課
管理係

根拠
法令
等

自主的 義務的

三多摩は一つなり交流事業補助金交付要綱

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

東京たま広域資源
循環組合参画事業

三多摩は一つなり
交流事業

東京たま広域資源循環組合規約
373,213 373,213 65 373,278

有効性 効率性 達成度

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

手段
・

内容

多摩地域25市１町を構成団体
として、ごみの最終処分（リ
サイクル）を共同処理するた
めの一部事務組合で、ごみの
搬入量等に応じた負担金を支
出する。

評価：多摩地域25市１町を構成団体として、ごみの
最終処分（リサイクル）を共同処理するための一部
事務組合

381,098 381,098 68 381,166

□ 該当

要綱等
方向性：第５次減容（量）化基本計画の策定につい
ては、搬入配分量や負担金算定方法についてその策
定作業に関わっており、今後も構成団体として参画
していく。
また、ごみの発生抑制及び資源化に取り組み、ごみ
の搬入量等に応じた負担金の減少に努めていく。

柳泉園組合参画事
業

要綱等

613,793 613,793 135 613,928

給付
事業

□ 該当

要綱等

意図

構成市からの負担金により、
可燃、不燃、粗大ごみ、資源
物の中間処理及びし尿処理を
行っている。

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持

給付
事業

意図

可燃ごみについては、平成18年度から
エコセメント事業を開始し、マテリア
ルリサイクルを実現している。
不燃ごみについては、埋め立て事業を
行っているが、当市では平成17年度か
ら、搬入を行っていない。

補助
事業

指定管理 その他（一部事務組合（負担金））

409,814

605,264 196 605,460

有効性 効率性 達成度

補助
事業

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

手段
・

内容

東久留米市、清瀬市及び西東
京市の３市によるごみの中間
処理を共同処理するための一
部事務組合であり、ごみの搬
入量等に応じた負担金を支出
する。

評価：東久留米市、清瀬市及び西東京市の３市によ
るごみの中間処理を共同処理するための一部事務組
合

指定管理 その他（一部事務組合（負担金））

623,491 623,491 132 623,623

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市 その他（　　　　　　　  ）

15-02-21

ごみ対策課
管理係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象 柳泉園組合

柳 泉 園 組
合 へ の 搬
入 量 （ 持
ち 込 み ご
み除く）

住 民 登 録
数

一 人 一 日
当 た り の
搬入量

柳泉園組合規約
605,264

「有効性」とは成果指標の対前年度比に基づき、「効率性」とはトータルコストの対前年度比に基づき一律に判定したものである。また、「達成度」とは「有効性」と「効率性」の判定をクロスさせることにより画一的に判定したものである。 東久留米市


